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防災訓練の結果の概要（総合訓練） 

１．訓練の目的 

本訓練は，「島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章第７節第１項」

に基づき実施する総合的な訓練であり，以下を確認することを訓練全体の目的としたも

のである。 

（１）平日勤務時間帯の発災を想定し，事象状況や必要な情報を収集，分析して，事故収

束に向けた対策活動ができることを確認する。 

（２）緊急時対応の長期化を想定した「引継」，「要員・資材管理」ができることを確認す

る。 

（３）ＣＯＰ※に関する新しい運用の妥当性を確認する。 

（４）不正確な情報が外部に流れた際に，その訂正活動ができることを確認する。 

（５）これまでの訓練から改善を図った事項の有効性を確認する。 

   ※：ＣＯＰ（Common Operational Picture） 

     緊急時対策本部（発電所）と緊急時対策総本部（本社）の間において，プラン

ト状況や事故収束対応戦略等を情報共有するために用いている帳票であり，本帳

票は緊急時対策総本部（本社）から原子力規制庁緊急時対応センター（ＥＲＣ：

Emergency Response Center）へ情報提供する際にも用いている。 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

平成 30年 11 月６日（火）９時 30分～16 時 20 分 

（２）対象施設 

島根原子力発電所 １，２，３号機 

３．実施体制，評価体制および参加人数 

（１）実施体制 
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（２）評価体制 

発電所社員，本社社員および社外評価者として他電力から評価員を選任し，評価チ

ェックシートに基づく訓練観察・確認を実施した。また，当該評価結果および訓練終

了後の反省会等により，改善点を抽出した。 

加えて，昨年度訓練（平成 29 年 12 月 12日）と同様に，緊急時対応におけるヒュ

ーマンエラーの阻止・影響緩和に繋げるためのノンテクニカルスキルの向上を目的と

して，緊急時対策本部（発電所）要員を対象に，発電所社員および外部機関による評

価を実施した。 

（３）参加人数：474 名 

① 島根原子力発電所 :268 名（社員：258 名，社外：10名） 

訓練プレイヤー：社員 201 名，社外９名 

コントローラ兼評価員：社員 16 名 

コントローラ：社員 17名 

評価員：社員 24名，社外１名 

② 本社   :177 名（社員：173 名，社外：４名） 

訓練プレイヤー：社員 149 名，社外１名 

コントローラ兼評価員：社員 19 名 

コントローラ：社員４名，社外２名 

評価員：社員１名，社外１名 

③ 東京支社   : ５名（社員：５名） 

訓練プレイヤー：社員５名 

④ 原子力事業所 

災害対策支援拠点  : 24 名（社員 17 名，社外７名） 

訓練プレイヤー：社員 16 名，社外７名 

コントローラ兼評価員：社員１名 

４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

今回の訓練では，中期計画に基づき，平日の勤務時間帯に発生したプラント・トラブ

ル事象を起因として，原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）第 15条該

当事象に至る原子力災害を想定した。 

詳細は以下のとおり。 

（１）訓練形式 

シナリオ非提示型訓練 
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（２）事象発生時間帯 

通常勤務時間帯（平日昼間）を想定 

（３）プラント運転状況 

① １号機：廃止措置作業中 

（冷却告示適用，使用済燃料は全て使用済燃料プールにて保管） 

② ２号機：定格熱出力一定運転中（新規制基準適合性申請に係る対策工事および可

搬型設備の導入が全て完了した状態を想定） 

③ ３号機：建設中（新燃料を新燃料貯蔵庫および燃料プールにて気中保管） 

（４）事象概要（添付資料（１）参照） 

① 平日昼間，２号機定格熱出力一定運転中に復水系配管からの漏えいが発生し，復

水器ホットウェル水位低下に伴い手動スクラムおよび給復水ポンプの全台停止を

実施。給復水系の機能停止によって警戒事態（ＡＬ22：原子炉給水機能の喪失）

に至る。 

原子炉隔離時冷却系の停止および高圧炉心スプレイ系，高圧原子炉代替注水系の

起動失敗により全ての高圧注水系の機能が喪失し，原災法第 10 条事象 （ＳＥ22：

原子炉注水機能喪失のおそれ）に至る。 

２号機Ｃ－残留熱除去ポンプ室にて火災が発生し，自衛消防隊による初期消火を

実施する。 

２号機は，原子炉水位が有効燃料頂部に到達し，原災法第 10 条事象（ＳＥ42：２

つの障壁の喪失又は喪失可能性）に至るが，原子炉水位Ｌ１到達 10 分後に原子炉

自動減圧に成功し，低圧炉心スプレイ系により原子炉の注水が確保されＳＥ42 は

解除となる。 

なお，復水系配管からの漏えいによる被水者が発生する。また，復水系配管から

の漏えいが発生して間もなく，発電所長が体調不良により緊急時対策本部を退出

し，これ以降，発電所長に代わって副所長が本部長を務める。 

② 島根県東部を震源とする地震が発生し，２号機は外部電源を喪失するが，Ｂ－非

常用ディーゼル発電機の起動に成功し，非常用電源は確保される。（Ａ－非常用デ

ィーゼル発電機および高圧炉心スプレイ系非常用ディーゼル発電機は起動失敗，

３号機からの電源融通が不可能となる） 

Ａ－非常用ディーゼル発電機起動失敗により，低圧炉心スプレイ系が停止するが

Ｃ－低圧注水系を起動し原子炉の注水を確保する。その後，Ｂ－非常用ディーゼ

ル発電機がトリップするが，ガスタービン発電機および常設低圧原子炉代替注水

系を起動し，２号機の原子炉への注水を確保する。 

③ 島根県東部を震源とする余震が発生し，２号機は原子炉冷却材喪失の発生および

原子炉水位不明となり，１号機では使用済燃料プールの漏えいが発生する。 

更に，ガスタービン発電機のトリップにより，２号機は全交流電源喪失となり，

原子炉への注水が全て喪失し，原災法第 15 条事象（ＧＥ21：原子炉冷却材漏えい

時における非常用炉心冷却装置による注水不能，ＧＥ22：原子炉注水機能の喪失）

に至る。 
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④ ２号機原子炉への注水が喪失し，炉心が露出した後も水位低下が継続することに

より炉心損傷となる。 

⑤ 大量送水車により，２号機原子炉への注水を開始し水位は回復する。 

５．防災訓練の項目 

総合訓練（防災訓練） 

６．防災訓練の内容，結果の概要 

【発電所】 

（１）通報・連絡訓練 

事象進展に応じた通報文の作成および一斉通報システム※を用いて社内関係箇所，

社外関係箇所への通報連絡を実施した。 

   ※：一斉通報システム 

     ＰＣを使用し，複数の宛先にタイムラグなく一斉にＦＡＸ送信できるシステム 

（２）緊急時モニタリング訓練 

以下の活動を行った。 

原災法第 10 条事象発生に伴い，あらかじめ定めた発電所構内のモニタリング地

点に可搬式モニタリングポストの設置を行い，空気吸収線量率の測定を実施し

た。 

モニタリングポスト等の監視，気象情報の収集，モニタリング結果等の緊急時

対策本部（発電所）および緊急時対策総本部（本社）との情報共有を実施した。 

（３）避難誘導訓練 

以下の活動を行った。 

緊急時警戒体制発令および緊急時非常体制発令に伴い，発電所構内の模擬避難

者に対して敷地外の避難場所への避難誘導を実施した。 

緊急時対策本部（発電所）および緊急時対策総本部（本社）と避難誘導に関す

る情報共有を実施した。 

（４）復旧訓練 

プラントメーカと連携し，機器故障の原因推定および復旧方法の検討を実施した。

（故障した機器の現場確認は模擬） 

（５）アクシデントマネジメント訓練 

ＡＭ（アクシデントマネジメント）シミュレータを用いた事象進展予測および事故

収束対応戦略の検討を実施した。 

 また，事象進展予測等について緊急時対策本部（発電所）および緊急時対策総本部

（本社）と情報共有を実施した。 

（６）電源機能等喪失時対応訓練 

以下の活動を行った。 

① 全交流電源喪失時の構内受電訓練 

復旧班（現場要員）と緊急時対策本部（発電所）が連携し，高圧発電機車を保管



- 5 - 

場所から接続箇所へ移動し，高圧発電機車の起動確認，給電ケーブルの敷設および

緊急時対策本部（発電所）と現場要員の連携確認を実施した。（ケーブルの接続は

模擬） 

② 原子炉への大量送水車による代替注水訓練 

復旧班（現場要員）と緊急時対策本部（発電所）が連携し，大量送水車およびホ

ース展張車を保管場所から配置場所へ移動し，貯水槽から原子炉建物接続口までの

ホース展張および緊急時対策本部（発電所）と現場要員の連携確認を実施した。（大

量送水車による注水は模擬） 

③ 軽油タンクからの燃料抜取り訓練 

復旧班（現場要員）と緊急時対策本部（発電所）が連携し，タンクローリを保管

場所から配置場所へ移動し，タンクローリから軽油タンクまでのホース展張および

緊急時対策本部（発電所）と現場要員の連携確認を実施した。（ホース接続および

燃料供給は模擬） 

（７）その他 

① 指揮命令訓練 

事象進展に応じて，以下の活動を行った。 

事象発生後の初動対応（発生事象の共有，要員招集，緊急時体制発令等）を行

った。 

事象の進展に応じた事故・プラント状況の把握，緊急時体制遷移の判断・体制

変更，ＥＡＬの判断を行った。 

事故状況把握，事象進展予測，戦略決定および要員への指揮命令を実施した。 

時系列管理システム，ＴＶ会議システム等の情報伝達ツールを用いて，緊急時

対策本部（発電所）内および緊急時対策総本部（本社）と，プラント状況等に

関する情報共有を実施した。 

マルファンクション（本部長（発電所長）が体調不良により対応不可能，火災

発生）発生時の対応を行った。 

緊急時対策本部（発電所）内の要員の管理（安定ヨウ素剤の配付，オフサイト

センター派遣準備，長期化に伴う要員管理等）についての対応を実施した。 

② 広報対応訓練 

以下の活動を行った。 

発電所側の初動対応として，報道機関・自治体（模擬）からの問い合わせ対応

を行った。 

緊急時対策総本部（本社）が実施する報道資料の作成や，ホームページ掲載の

ために必要なプラント状況等に関する情報共有を実施した。 

マスコミの発信した誤情報に対して，緊急時対策総本部（本社）が作成する訂

正コメントのホームページ掲載に必要なプラント状況等に関する情報共有を

実施した。 
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【本社】 

（１）アクシデントマネジメント訓練 

緊急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）訓練モードおよびそれに準ずる訓練用プラン

ト状況表示ツール（模擬ＳＰＤＳ）によるプラント状況の把握や，プラント状況に応

じた発電所の事故収束活動支援を実施した。 

（２）その他 

① 指揮命令訓練 

事象進展に応じて，以下の活動を行った。 

緊急時対策本部（発電所）との情報共有による，事故収束対応に向けた戦略等

の把握およびそれらの情報の緊急時対策総本部（本社）内での共有を実施した。 

事象の進展に伴う緊急時対策本部（発電所）の体制発令に応じて，緊急時対策

総本部（本社）の緊急時体制の発令および体制変更を実施した。 

緊急時対策総本部（本社）内に共有される情報に応じて，社外関係箇所への支

援要請等を実施した。 

緊急時対応の長期化を想定した緊急時対策総本部（本社）内の要員管理および

引継対応を実施した。 

② ＥＲＣ対応訓練 

統合原子力防災ネットワーク（ＴＶ会議）を通じ，ＣＯＰ等を用いてＥＲＣへの

情報提供を実施した。 

③ 広報対応訓練 

以下の活動を行った。 

緊急時対策本部（発電所）から提供されるプラント状況等に関する情報に基づ

き，報道資料の作成および模擬ホームページへの掲載を行った。 

マスコミの発信した誤情報に対して，緊急時対策本部（発電所）から提供され

るプラント状況等に関する情報に基づき，模擬ホームページへの訂正コメント

の掲載を実施した。また，社外プレイヤー（報道記者，他電力広報担当者）も

記者役として参加する模擬記者会見において，誤情報に対する訂正を行った。 

④ 原子力事業者間協力協定対応訓練 

原子力事業者間協力協定における当社発災時の幹事電力である九州電力株式会

社に対し，同協定に基づく協力要請等の連絡および情報共有を実施した。 

⑤ 原子力事業所災害対策支援拠点対応訓練 

以下の活動を行った。 

原子力事業所災害対策支援拠点を広瀬中央公園に設置し，支援拠点の設営や運

営を実施した。 

衛星通信システムを使用し，緊急時対策総本部（本社）との連絡訓練を実施し

た。 
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７．訓練の評価

（１）訓練全体の評価 

「１．訓練の目的」について，評価員による評価結果，訓練終了後の反省会，プレ

イヤーへのインタビュー等により評価を行った。その結果，全体として発電所および

本社原子力防災組織が有効に機能していることを確認できたことから，今回の訓練目

的は概ね達成できたものと判断する。 

なお，緊急時対応活動に大きな支障はなかったものの，「（２）訓練項目に対する

評価」に記載のとおり，改善点が抽出されたことから，今後，これらについて改善を

図っていく。 

（２）訓練項目に対する評価 

【発電所】 

① 通報・連絡訓練 

初期通報，警戒事態，施設敷地緊急事態，全面緊急事態および原災法第 25 条

応急措置の概要の通報連絡について，通報文作成に関する社内手順へ通報文の

記載内容を明確にした記載例を充実させるとともに，通報文のチェックに関す

る方法を定めたこと，また，通報文作成卓に，通報文作成時の確認項目を記載

したチェックシートを配備したことにより，情報管理班は，通し番号や記載内

容など，通報文や通報内容に関する不備を発生させることなく対応することが

できた。 

情報管理班は，情報管理班の活動に関する手順に従い，タイムキーパーを配置

し，通報文の作成や社内外関係箇所への通報の時間配分を管理することで，目

標時間内（事象発生後 15 分以内）に通報を実施することができた。 

情報管理班は，原災法第 15 条該当事象発生時の通報において，通報様式の記

載の修正をすべきではないところ，「10条通報」の囲い表示の記載を「15 条

通報」に修正した。 

【８．ａ．参照】 

② 緊急時モニタリング訓練 

放射線管理班は，緊急時モニタリングに関する手順に従い，発電所構内のモニ

タリング地点への可搬式モニタリングポストを運搬，設置および空気吸収線量

率の測定を行うことができた。 

放射線管理班は，時系列管理システムに関する手順に従い，時系列管理システ

ムを使用することで，モニタリングポスト，排気筒モニタ，放水路水モニタ，

気象状況等の確認結果について，確実に緊急時対策本部（発電所）および緊急

時対策総本部（本社）と情報共有することができた。 

③ 避難誘導訓練 

支援班は，支援班の活動に関する手順に従い，緊急放送装置により避難の実施

および集合場所等について所内に周知することで，緊急時警戒体制発令に伴う，

構内一時立入者（模擬避難者）の集合場所への誘導および車両を使用した集合

場所から発電所敷地外の避難場所への移送を遅滞なく行うことができた。また，
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緊急時非常体制発令に伴う，緊急時対策要員以外の要員（模擬避難者）の集合

場所への誘導および車両を使用した集合場所から発電所敷地外の避難場所へ

の移送についても，支援班の活動に関する手順に従い，緊急放送装置により避

難の実施および集合場所等について所内に周知することで遅滞なく行うこと

ができた。 

支援班は，時系列管理システムに関する手順に従い，時系列管理システムを使

用することで，避難誘導時に避難者の人数，健康状態，退避場所到着のタイミ

ング等，確実に緊急時対策本部（発電所）および緊急時対策総本部（本社）と

情報共有することができた。 

④ 復旧訓練 

復旧班は，機器故障の原因推定および復旧方法の検討について，非常災害発生

時における応急復旧の支援に関する覚書に基づき，プラントメーカと連携する

ことで，具体的な機器故障原因，復旧方法および復旧に向けた時期を推定する

ことができた。（故障した機器の現場確認は模擬） 

⑤ アクシデントマネジメント訓練 

技術班は，燃料破損の可能性の有無や被害の拡大に関する事象進展予測および

事故収束対応戦略について，ＡＭシミュレータや予め定めた手順等を用いるこ

とで，ＴＡＦ到達予想時刻，炉心損傷予想時刻等に関する評価をすることがで

きた。また，これらの評価結果を踏まえ，大量送水車等を用いた事故収束対応

戦略を検討することができた。 

技術班は，ＣＯＰによる可視化や，ブリーフィングによる状況説明を実施する

とともに，時系列管理システムに関する手順に従い，時系列管理システムを使

用することにより，事象進展予測の結果や必要注水量等の必要な情報を確実に

緊急時対策本部内（発電所）および緊急時対策総本部（本社）と共有すること

ができた。 

⑥ 電源機能等喪失時対応訓練 

復旧班は，これまでに整備した手順や訓練（要素訓練）の積み重ねにより，以

下の対応項目について確実に実施するとともに，緊急時対策本部と現場要員と

の連携※を確認することができた。 

※現状，現場要員から緊急時対策本部への現場作業開始，終了等の報告は遅滞

なく実施しているが，今後，これらのタイミングについて手順に明記する。 

復旧班長は，居場所管理ボードにより，要員のリソース，対応者を適切に管理

することができた。 

ａ．全交流電源喪失時の構内受電訓練 

復旧統括の指示に従い，非常用母線に電源を供給するための，高圧発電機車

を保管場所から指示のあった配置場所への移動，高圧発電機車の起動確認お

よび給電ケーブルの敷設作業。（ケーブルの接続は模擬） 

現場要員から緊急時対策本部（発電所）への遅滞ない現場作業の状況報告。 



- 9 - 

ｂ．原子炉への大量送水車による代替注水訓練 

復旧統括の指示に従い，可搬型設備による注水を行うため，大量送水車およ

びホース展張車を，保管場所から指示のあった配置場所への移動，大量送水

車の起動確認およびホース展張車によるホース展張作業。（大量送水車によ

る注水は模擬） 

現場要員から緊急時対策本部（発電所）への遅滞ない現場作業の状況報告。 

ｃ．軽油タンクからの燃料抜取り訓練 

復旧統括の指示に従い，可搬型設備への燃料補給のため，タンクローリを保

管場所から指示のあった配置場所への移動，タンクローリから軽油タンクま

でのホース展張作業。（ホース接続および燃料供給は模擬） 

現場要員から緊急時対策本部（発電所）への遅滞ない現場作業の状況報告。 

⑦ その他 

ａ．指揮命令訓練 

連絡担当者は，事故発生後の初動対応において，異常事象発生時の対応に関

する手順に従い一斉招集メールや緊急放送装置を用いることで，発電所長他

対応要員を招集することができた。また，連絡責任者は，当直長（コントロ

ーラ）から受けたプラント状況等に関する情報を復唱し，ホワイトボードへ

板書することにより，発電所長他対応要員へ共有することができた。 

本部長は，これまでの訓練（要素訓練）の積み重ねにより，プラントの事象

進展に伴い，遅滞なく緊急時体制の発令・体制遷移やＥＡＬの判断をするこ

とができた。 

技術統括は，ブリーフィングに関する手順に従い，ブリーフィング，戦略会

議※を行うことで，事故状況把握，事象進展予測，戦略決定を実施するとと

もに，これらの情報について緊急時対策本部（発電所）内で遅滞なく共有す

ることができた。 

※これまでは，緊急時対策本部（発電所）全体で行うブリーフィングにおい

て事象進展の把握，事象の進展に伴い発生するリスクの予見，優先順位を考

慮した対応方法の検討を行っていたため，ブリーフィング自体が長くなり，

現場対応に遅れが生じる傾向があった。これを改善するため，ブリーフィン

グ前に，プラントに関する対応方針の決定を行う本部長，技術統括，復旧統

括，プラント監視統括が随時，事象進展の把握，事象の進展予測，対応方針

を決定する会議（戦略会議）を行い，その決定事項を全体ブリーフィングで

共有することとした。なお，本改善は，要素訓練において，緊急時対策本部

（発電所）内の情報共有に有効であることを確認している。 

復旧統括は，これまでの訓練（要素訓練）の積み重ねにより，方針決定の検

討材料に必要となる非常用ディーゼル発電機トリップ等の原因分析，復旧見

込み時間の推定調査の指示について実施することができた。 

異常事象発生時の対応に関する手順に従い，緊急時対策総本部（本社）と

情報連絡を行う選任のコンタクトパーソンを配置することで，重要な情報
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を緊急時対策総本部（本社）へタイムリーに共有するとともに，緊急時対

策総本部（本社）での疑問点についても直ちに確認することができた。ま

た，各班は，時系列管理システムに関する手順等に従い，時系列管理シス

テム，電子ボードおよびＣＯＰ等の情報共有のためのツールを使用するこ

とで，緊急時対策本部（発電所）および緊急時対策総本部（本社）でプラ

ント状況等に関する情報をより確実に共有することができた。 

時系列管理システムの記載内容について，内容が容易に読み取れるよう，冒

頭に「指示」「報告」などを記載するよう時系列管理システムに関する手順

を見直したことで，不明確な記載がなくなり，緊急時対策本部（発電所）お

よび緊急時対策総本部（本社）の活動状況を容易に共有することができた。 

マルファンクションとして，本部長（発電所長）が対応できない状況におい

ても，本部長代行者へ遅滞なく交替できること，また，本部長代行者におい

ても本部長としての対応が行えることを確認するため，緊急時対策本部（発

電所）参集後，本部長（発電所長）が体調不良により業務を継続できない状

況をインプットしたが，あらかじめ本部長（発電所長）不在時の代行順位を

定めていたことや，訓練（要素訓練）の積み重ねにより，本部長代行者によ

る本部長対応を確実に実施することができた。 

また，プラント対応と同時に火災が発生した場合の要員管理（自衛消防体制

の確立）の確認として，機器の故障による火災情報をインプットしたが，復

旧統括は，復旧班の活動に関する手順に従い，速やかに自衛消防隊員を確保

し，消火活動を指示（火災現場への移動，消火活動は模擬）することができ

た。 

前回の総合訓練時に抽出された改善として，オフサイトセンター立上げ支援

の要請に基づく要員の派遣準備開始タイミングを緊急時体制発令時とした

ことで，支援班および情報管理班は，オフサイトセンターからの要員派遣要

請前に準備を行うことができ，派遣要請時の派遣までの時間を短縮すること

ができた。 

支援班は，ロジスティクスの運用に関する手順に従い，ＰＨＳ等を使用して

各班ロジスティクス担当を招集し，各班ロジスティクス担当が行う事項を説

明することで，要員把握，安定ヨウ素剤の配付，緊急作業への従事に係る意

思確認等を確実に実施することができた。 

本部長が長期化対応が必要と判断した際，各班は，緊急時体制発令時の長期

化対応の手順に従い，引継シートの作成・活用，長期化対応における長期化

体制名簿の作成および支援班による支援要請に基づく遠隔操作ロボットの

発電所到着予定日時の管理等について行うことができた。 

ＥＡＬ判断根拠のうち，緊急事態の区分が遷移するものについては，本部長

の発話により，緊急時対策本部（発電所），緊急時対策総本部（本社）内で

情報共有を行っていたが，その他のＥＡＬの判断根拠について明確には共有

されていなかった。 
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これにより，緊急時対策本部（発電所），緊急時対策総本部（本社）におい

て共通の認識を持つことができないため，本部長がＥＡＬの判断を誤った場

合に，ＥＡＬの訂正活動ができない可能性があった。また，緊急時対策総本

部（本社）から緊急時対策本部（発電所）に対しＥＡＬの判断根拠に関する

問い合わせを行う必要が出てきてしまい緊急時対策本部（発電所）が本来行

うべき緊急時対応活動を阻害する可能性があった。 

【８．ｂ．参照】 

ｂ．広報対応訓練 

報道班は，発電所側での初動対応として，報道機関・自治体（模擬）からの

問い合わせに対して，ブリーフィングやＣＯＰ等で共有されているプラント

状況に関する最新の情報に基づき的確に説明することができた。 

報道班は，ＣＯＰや時系列管理システム等により，緊急時対策総本部（本社）

広報班へ，報道資料や模擬ホームページ作成のための情報を，ＣＯＰ作成等

の都度共有することができた。 

報道班は，情報管理班等と常に連携し，正確な現場情報を把握することで，

不正確な情報が外部で流れたというインプットをした際にも，緊急時対策総

本部（本社）へ模擬ホームページ等での訂正活動のため，ＣＯＰや時系列管

理システム等により正確な情報を確実に共有することができた。 

【本社】 

① アクシデントマネジメント訓練 

各班は，緊急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）訓練モードや，それに準ずる訓

練用プラント状況表示ツール（模擬ＳＰＤＳ）により，緊急時対策総本部（本

社）内においてプラント状況を確実に把握することができた。 

各班は，緊急時対策総本部（本社）内で共有される情報を確認しながら，プラ

ント状況に応じた応急措置や設備復旧の検討を，各班の活動に関する手順に基

づき行うことで，発電所の事故収束に向けた活動を支援する体制を構築するこ

とができた。 

② その他 

ａ．指揮命令訓練 

各班は，緊急時対策本部（発電所）と情報連絡を行う専任のコンタクトパー

ソンや，緊急時対策本部（発電所）で作成されたＣＯＰ，電子ボードおよび

時系列管理システム等を通じて，緊急時対策本部（発電所）と情報共有する

ことで，事故・プラント状況や，事故収束対応に向けた戦略とその進捗状況

について遅滞なく，かつ確実に把握することができた。 

各班は，事故・プラント状況や外部送電線の被害状況等の発電所内外の情報

について，大型モニタやマイクを使用するとともに，必要な場合は紙資料を

配布することで，緊急時対策総本部（本社）内での情報共有を確実に実施す

ることができた。 
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各班は，専任のコンタクトパーソンの設置およびＣＯＰ，電子ボードの活用，

ならびに大型モニタやマイクの使用等によって事故・プラント状況や今後の

対応戦略等について把握し，緊急時対策総本部（本社）内で情報共有するこ

とで，緊急時対策総本部（本社）における緊急時体制の発令および体制の変

更や，原子力事業所災害対策支援拠点の設置，原子力緊急事態支援組織等へ

の支援要請，オフサイトセンターへの派遣指示（派遣は模擬）等の活動を，

各班の活動に関する手順に従い，状況に応じて実施することができた。 

ＣＯＰに関する新運用の一つとして，情報伝達の迅速性や正確性を向上させ

るために，昨年度まで緊急時対策総本部（本社）技術班で作成していた一部

のＣＯＰを，緊急時対策本部（発電所）技術班で作成するよう運用を見直し

た。 

これにより，プラント情報の伝言回数が低減され，伝達遅れや情報精度を低

下させることなく情報共有することができた。 

緊急時対策総本部（本社）と緊急時対策本部（発電所）間の情報共有に用い

ている時系列管理システムの記載内容について，内容が容易に読み取れるよ

う，冒頭に「指示」「報告」などを記載することとし，時系列管理システム

に関する手順を本社および発電所で見直したことで，不明確な記載がなくな

り，緊急時対策本部（発電所）および緊急時対策総本部（本社）の活動状況

を容易に共有することができた。 

各班は，緊急時対策本部（発電所）が長期化体制を判断したことに合わせ，

緊急時対策総本部（本社）総本部長の指示に基づき，長期化対応の手順に従

い，引継シートの作成・活用，長期化対応における長期化体制名簿の作成等

を行うことができた。 

ｂ．ＥＲＣ対応訓練 

ＥＲＣコンタクトパーソンは，社内にて共有しているＣＯＰをＥＲＣへ定期

的に送付することで，事故・プラントの状況（シートＢ：事故対応設備系統

概要）や，事故収束対応に向けた戦略（シートＣ：本部ブリーフィング決定

事項）とその進捗状況（シートＡ：設備状況シート）について情報提供する

ことができた。 

ＥＲＣコンタクトパーソンは，ＣＯＰにまとめられた情報やＥＡＬの判断根

拠を，書画装置を用いてＥＲＣへ提供することで，プラント情報やＥＡＬに

関する情報提供を確実に実施することができた。 

これまでは可搬設備の準備に要する時間について，必要の都度，緊急時対策

本部（発電所）へ確認していたため，ＥＲＣへ情報提供を行う際に時間を要

していた。これを改善するため，ＣＯＰに関する新運用の一つとして，可搬

型設備の準備に要する標準時間をあらかじめ記載しておくよう，ＣＯＰ様式

を見直した。 

これにより，緊急時対策所（発電所）から実際の準備時間の情報を入手する

前に，目安となる時間をＥＲＣコンタクトパーソンからＥＲＣへ提供するこ



- 13 - 

とができるようになり，迅速性の観点で向上を図ることができた。また，今

後の対応戦略に関する説明においても，準備に要する目安の時間と事象進展

予測を踏まえて対応戦略の有効性を説明できるようになり，説明性の観点か

らも向上を図ることができた。 

ＣＯＰに関する新運用の一つとして，事故収束対応に向けた戦略についての

説明性向上を目的として，新たにＣＯＰ（シートＤ：事故収束対応戦略検討

シート）を準備したが，これを有効に活用していない場合があった。 

【８．ｃ．参照】 

ｃ．広報対応訓練 

広報班は，緊急時対策本部（発電所）報道班とＣＯＰや時系列管理システ

ム等の緊急時対策本部（発電所）と緊急時対策総本部（本社）の間の情報

共有に用いるツールを活用するとともに，それらに記載されない細かい内

容については電話等で直接連絡を取り合うことにより広報資料の作成に

必要な情報を共有することで，迅速に資料作成を行うことができた。 

また，社外プレイヤー（報道記者，他電力広報担当者）も記者役として参

加した模擬記者会見を通じて，リアルタイムで事実関係の確認を行うなど，

的確なマスコミ対応を展開することができた。 

広報班は，マスコミ対応用の広報資料を活用し，模擬ホームページへの情

報掲載を実際に行うことで，速報性，広汎性といった観点で広報対応の充

実を図ることができた。 

広報班は，緊急時対策本部（発電所）報道班と常に連携し，プラントの正

確な情報を入手することで，不正確な情報（出所不明の根拠のない誤情報，

流言飛語）が外部で流れたという情報をインプットした際にも，模擬ホー

ムページへの訂正コメントの掲載や模擬記者会見における訂正説明等の，

不正確な情報に対する訂正活動を確実に行うことができた。 

ｄ．原子力事業者間協力協定対応訓練 

統括班は，原子力事業者間協力協定に基づき，当社発災時の幹事電力であ

る九州電力株式会社への連絡を原子力事業者間の協力に関する手順どお

りに行うことで，同協定に基づく協力要請等を確実に実施することができ

た。 

統括班は，原子力事業者間協力協定に基づき，幹事電力より即応センター

に派遣される先遣隊に対して，緊急時対策総本部（本社）内で情報共有し

ている資料を適宜提供することで，プラント状況等の情報共有を適切に実

施することができた。 

ｅ．原子力事業所災害対策支援拠点対応訓練 

支援班は，資機材保管用テント，車両除染場，車両スクリーニング場，入

退域エリアおよび通信連絡エリアの設営を，支援班の活動に関する手順に

従い確実に実施することができた。 
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支援班は，車両のサーベイおよび除染，要員の入退域管理および衛星通信

システムを使用したテレビ会議，ＦＡＸ・電話での本社との情報共有を，

支援班の活動に関する手順に従い確実に実施することができた。 

（３）訓練目的に対する評価 

① 平日勤務時間帯の発災を想定し，事象状況や必要な情報を収集，分析して，事故

収束に向けた対策活動ができることを確認する。 

【発電所】 

「７．（２）【発電所】⑦ａ．」の評価のとおり，緊急時対策本部（発電所）は，

適宜ブリーフィングを行うことで，プラント状況，事故状況などを正確に把握し，

情報共有することができた。また，これらを踏まえ事象の進展に伴い発生するリス

クを予見し，優先順位を考慮した対応方針，対応策を指示できることを確認した。

なお，ノンテクニカルスキル（状況認識，意思決定，コミュニケーション，リーダ

ーシップ，チームワーク）において，復唱をはじめとした基本的なコミュニケーシ

ョンや適切なブリーフィングの実施等のリーダーシップが図られ，緊急時対策本部

（発電所）内の情報共有に寄与していることを確認した。 

【本社】 

「７．（２）【本社】①」の評価のとおり，各班は，緊急時対策総本部（本社）内

で共有される情報を確認しながら，応急措置や設備復旧の検討を，各班の活動に関

する手順に基づき行うことで，発電所の事故収束に向けた活動を支援する体制を構

築できることを確認した。 

「７．（２）【本社】②ａ．」の評価のとおり，各班は，事故・プラント状況や今

後の対応戦略等について把握し，緊急時対策総本部（本社）内で情報共有すること

で，原子力事業所災害対策支援拠点の設置，原子力緊急事態支援組織等への支援要

請，オフサイトセンターへの派遣指示（派遣は模擬）等の活動を各班の活動に関す

る手順に従い，状況に応じて実施できることを確認した。 

② 緊急時対応の長期化を想定した「引継」，「要員・資材管理」ができることを確認

する。 

【発電所】 

「７．（２）【発電所】⑦ａ．」の評価のとおり，各班は，本部長の指示に基づき，

長期化対応の手順に従い，引継シートの作成・活用，長期化対応における長期化体

制名簿の作成および支援要請に基づく遠隔操作ロボットの発電所到着予定日時の管

理等について行えることを確認した。 

【本社】 

「７．（２）【本社】②ａ．」の評価のとおり，各班は，総本部長の指示に基づき，

長期化対応の手順に従い，引継シートの作成・活用，長期化対応における長期化体

制名簿の作成が行えることを確認した。 
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③ＣＯＰに関する新運用の妥当性を確認する。 

【本社】 

「７．（２）【本社】②ａ．」の評価のとおり，ＣＯＰ作成箇所を緊急時対策総本

部（本社）技術班から緊急時対策本部（発電所）技術班へ見直したことで，プラン

ト情報の伝言回数が低減され，伝達遅れや情報精度を低下させることなく社内共有

できるようになったことを確認した。 

「７．（２）【本社】②ｂ．」の評価のとおり，可搬型設備の準備に要する標準時

間をあらかじめ記載しておくよう，ＣＯＰ様式を見直したことで，緊急時対策所（発

電所）から実際の準備時間の情報を入手する前に，目安となる時間をＥＲＣコンタ

クトパーソンからＥＲＣへ提供することができ，迅速性の観点で向上を図ることが

できるようになったことを確認した。また，今後の対応戦略に関する説明において

も，準備に要する目安の時間と事象進展予測を踏まえて対応戦略の有効性を説明で

きるようになり，説明性の観点からも向上が図られたことを確認した。 

「７．（２）【本社】②ｂ．」の評価のとおり，事故収束対応に向けた戦略をＥＲ

Ｃへ提供する際に，新たに準備したＣＯＰ（シートＤ：事故収束対応戦略検討シー

ト）を有効に活用していない場合があった。 

④ 不正確な情報が外部に流れた際にその訂正活動ができることを確認する。 

【発電所】 

「７．（２）【発電所】⑦ｂ．」の評価のとおり，緊急時対策本部（発電所）報

道班は，緊急時対策本部（発電所）情報管理班等と常に連携し，正確な現場情報

を把握することで，不正確な情報が外部で流れた際にも，緊急時対策総本部（本

社）に対して模擬ホームページ等での訂正活動のための正確な情報を確実に共有

できることを確認した。 

【本社】 

「７．（２）【本社】②ｃ．」の評価のとおり，緊急時対策総本部（本社）広報

班が，緊急時対策本部（発電所）報道班と常に連携しプラントの正確な情報を入

手することで，不正確な情報が外部で流れた際にも，模擬ホームページへ訂正コ

メントを掲載し，正確な情報を発信する等の訂正活動が確実にできることを確認

した。 
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⑤ これまでの訓練から改善を図った事項の有効性を確認する。 

前回の総合訓練（平成 29 年 12 月 12 日）で抽出された改善点に対する原因，対策お

よび訓練における確認結果は以下のとおり。 

前回総合訓練時に抽出された改善点 原因，対策および確認結果 

ａ．通報連絡様式の通報内容【発電

所】 

通報連絡様式の通報内容につい

て，通し番号の記載方法，１，２

号機で同時にＥＡＬを判断した場

合の記載方法，ＥＣＣＳ動作状況

の記載方法など，いくつかの記載

の不備がみられた。記載の不備が

発生しないよう，通報連絡様式作

成に関する仕組みづくりを検討す

る。 

《原因》 

通報文の作成に関する詳細な記載方法が

明確にされていなかった。

通報文のチェックに関する方法が明確で

なかった。

《対策》 

通し番号の記載や，１，２，３号機で同

時にＥＡＬを判断した場合の記載の方

法，ＥＣＣＳ動作状況などの設備の状態

等，通報文の作成に関する詳細な記載方

法を手順に定める。

通報文のチェックに関する方法を定める

とともに，通報文のチェックシートを配

備する。

《確認結果》 

通報文の作成に関する詳細な記載方法を

手順に定めたこと，配備した通報文チェ

ックシートにより，通し番号の記載や，

１，２，３号機で同時にＥＡＬを判断し

た場合の記載の方法，ＥＣＣＳ動作状況

などの設備の状態の記載内容に関する不

備がないことを確認した。

【７．（２）【発電所】①参照】
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前回総合訓練時に抽出された改善点 原因，対策および確認結果 

ｂ．オフサイトセンター派遣要員準

備【発電所】 

オフサイトセンター立上げ支援の

要請に基づく要員の派遣につい

て，手順の見直しにより，派遣ま

での時間を短縮できる余地がある

ことを確認した。今後は，支援要

請があることを予測して事前に準

備するよう手順を見直す。 

《原因》 

要員派遣について，いつから派遣準備を

するのか明確でなかった。

《対策》 

要員派遣の準備開始のタイミングを非常

時体制または緊急時体制発令時とするよ

う手順化※する。

※非常時体制または緊急時体制が発令さ

れたタイミングでオフサイトセンター派

遣要員所属班長はオフサイトセンター派

遣要員へ派遣準備を指示する。オフサイ

トセンターからの派遣要請を情報統括が

受信したら，オフサイトセンター派遣要

員は発電所を出発する。

《確認結果》 

オフサイトセンターからの要員派遣要請

前に準備を行うことができ，派遣要請の

受信から派遣要員の出発までの時間を短

縮できることを確認した。

【７．（２）【発電所】⑦ａ．参照】 
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前回総合訓練時に抽出された改善点 原因，対策および確認結果 

ｃ．ＥＲＣへの情報提供【本社】 

今後の事象進展や，事象進展に伴

うＥＡＬの状況報告の説明におい

て，一部，情報発信が不足してい

た。 

ＥＲＣ対応室に対して，伝えるべ

き情報を適切に発信することに加

え，ＥＲＣと定期的な認識共有を

行うよう，情報提供の方法および

内容の充実化を検討する。 

《原因》 

ＥＲＣへも情報提供している，社内の情

報共有に用いている帳票（ＣＯＰ）にお

いて，可搬型設備の準備時間や，事象進

展予測およびそれに応じた今後の戦略方

針に関する記載が不足していた。

プラントの状況について，基本的に事象

に変化があった箇所をメインに情報提供

をすることとしていたため，重要情報に

ついても状況に変化がない場合に定期的

な情報発信を行っていなかった。

《対策》 

可搬型設備の準備に要する標準時間をあ

らかじめ記載しておくよう，ＣＯＰ様式

を見直す。

事象進展予測の情報などを記載した，戦

略方針に特化した新たなＣＯＰ様式を準

備する。

ＥＡＬに係る情報等の重要な情報につい

て，定期的な情報提供を実施するようＥ

ＲＣに係る手引きを見直す。

《確認結果》 

緊急時対策本部（発電所）から実際の準

備時間の情報を入手する前に，おおよそ

の準備時間をＥＲＣへ提供できることを

確認した。

事故収束対応に向けた戦略をＥＲＣへ提

供する際に，既存のＣＯＰ（シートＣ：

ブリーフィング決定事項）を用いること

はできていたが，新たに準備したＣＯＰ

（シートＤ：事故収束対応戦略検討シー

ト）を有効に活用できていない場合があ

った。

事象に大きな変化がない場合において

も，ＣＯＰ等を用いて定期的にＥＲＣへ

情報提供が行えることを確認した。

【７．（２）【本社】②ｂ．参照】
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前回総合訓練時に抽出された改善点 原因，対策および確認結果 

ｄ．社内情報共有システムの運用【発

電所／本社共通】 

時系列管理システムの記載内容が

指示なのか完了なのか不明確な表

現があり，内容を容易に読み取れな

い場合があった。 

時系列管理システムの記載に関す

るルールの見直しを図り，容易に

読み取れる表現で記載できるよう

検討する。 

《原因》 

時系列管理システムの記載内容が不明確

な表現のため，意図を容易に読み取れな

い場合があった。 

《対策》 

容易に読み取れるよう，冒頭に「指示」

「報告」などを記載するよう手順の見直

しを行う。

《確認結果》 

時系列管理システムへの入力内容につい

て，内容が容易に読み取れないような不

明確な記載がなく，「指示」「報告」な

どが容易に読み取れることを確認した。

【７．（２）【発電所】⑦ａ．参照】

【７．（２）【本社】②ａ．参照】
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８．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

今回の訓練において抽出された主な改善点は以下のとおり。 

これらに限らず，細かな改善点についても，訓練参加者をはじめ関係者に周知すると

ともに対策を行い，原子力災害に対する対応力の向上を図っていく。 

今回総合訓練で抽出された改善点 原因および対策 

ａ．通報文の適切な作成【発電所】 

通報文の記載内容について，情報管理班

は，修正すべきではない通報様式を修正

（「10 条通報」（囲い表示）の記載を「15

条通報」と修正）した不備が見られた。 

【７．（２）【発電所】①参照】

《原因》 

通報文の作成方法について定めた

手順書に，通報様式の編集禁止に関

する記載がなかった。 

特定事象発生通報は防災業務計画

に基づく行為であり，ここで定めた

通報様式を使用するものであると

いう，通報文作成の位置付けに関す

る教育が通報文作成者，チェック者

も含め充分ではなかった。 

10 条事象なのか，15 条事象なのか

識別しづらい様式となっていた。 

《対策》 

手順書に，通報様式の編集禁止に関

する記載を行う。 

「通報連絡訓練」の内容に，情報管

理班（通報文作成およびチェックの

役割を担う）を対象とした，特定事

象発生通報の位置付けに関する教

育を盛り込む。 

10 条通報様式において，容易に 10

条事象，15 条事象の識別ができる

よう通報様式を見直す。 
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今回総合訓練で抽出された改善点 原因および対策 

ｂ．ＥＡＬ判断根拠の共有【発電所】 

 緊急時対策総本部（本社），緊急時対策本

部（発電所）間において，一部のＥＡＬ

判断根拠が共有されていなかった。 

これにより，緊急時対策本部（発電所），

緊急時対策総本部（本社）において共通

の認識を持つことができないため，本部

長がＥＡＬの判断を誤った場合に，ＥＡ

Ｌの訂正活動ができない可能性があっ

た。また，緊急時対策総本部（本社）か

ら緊急時対策所（発電所）に対しＥＡＬ

の判断根拠に関する問い合わせを行う必

要が出てきてしまい，緊急時対策本部（発

電所）が本来行うべき緊急時対応活動を

阻害する可能性があった。 

【７．（２）【発電所】⑦ａ．参照】 

《原因》 

ＥＡＬ判断根拠のうち，緊急事態の

区分が遷移するものについては，本

部長の発話により緊急時対策本部

（発電所），緊急時対策総本部（本

社）内に情報共有をする手順として

いたが，緊急事態の区分の遷移に係

るもの以外のＥＡＬ判断について

は，その判断根拠を共有する手順が

なかった。 

《対策》 

全てのＥＡＬ判断について，その判

断根拠を共有するよう手順の見直

しを行う。 

ｃ．ＥＲＣへの説明方法（ＣＯＰの活用）【本

社】 

事故収束対応に向けた戦略についての説

明性向上を目的として，新たにＣＯＰ（シ

ートＤ：事故収束対応戦略検討シート）

を準備したが，これを有効に活用してい

ない場合があった。 

【７．（２）【本社】②ｂ．参照】 

《原因》 

シートＣ（ブリーフィング決定事

項）とシートＤ（事故収束対応戦略

検討シート）のどちらにも戦略方針

に関する記載があり，事象進展予測

および予測を踏まえた戦略方針に

ついて，どちらのＣＯＰを用いて説

明するか（各ＣＯＰ様式の使用用

途）が明確になっていなかった。

《対策》 

シートＣとシートＤの使用用途を

明確にするため，シートＣおよびシ

ートＤの記載内容を見直す。 

各ＣＯＰ様式の使用用途を明確に

し，それぞれの目的に合った使用を

行うよう，手引きに反映する。 

９．添付資料 

（１）原子力総合防災訓練 事象進展フロー図 

以 上 
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添付資料（１）
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防災訓練の結果の概要（要素訓練） 

１．訓練の目的 

  本訓練は，「島根原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章第７節第１項」

に基づき実施する要素訓練であり，手順書や資機材等の検証を行い，手順の習熟および

改善が図れていることを確認する。

２．実施期間および対象施設 

（１）実施期間 

   平成 30 年１月 29日（月）～平成 30 年 11 月 26 日（水） 

（２）対象施設 

   島根原子力発電所 １，２号機 

３．実施体制，評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

   訓練毎に実施責任者を設け，実施担当者が訓練を実施した。 

（２）評価体制 

   評価チェックシートに基づく訓練観察・確認を実施した。また，当該評価結果およ

び訓練終了後の反省会より，改善点を抽出した。 

（３）参加人数 

   添付資料（１）のとおり。 

４．防災訓練の項目 

  要素訓練 

５．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

（１）通報・連絡訓練 

   警戒事態，原災法第 10 条特定事象，原災法第 15 条該当事象発生に伴う通報・連絡

を想定。 

（２）緊急時モニタリング訓練 

 原子力災害による放射性物質放出のおそれを想定。 

（３）避難誘導訓練 

   緊急時警戒体制および緊急時非常体制の発令に伴い，構内滞在者の避難が必要な状

況を想定。 

（４）アクシデントマネジメント訓練 

   雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）事象を想定。 

（５）電源機能等喪失時対応訓練 

   全交流電源喪失，原子炉除熱機能喪失および燃料プール除熱機能喪失の状態を想定。 

別紙２
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（６）原子力緊急事態支援組織対応訓練 

   原子力災害により原子炉建物内に人が入域できない事象を想定。 

６．防災訓練の内容，結果の概要 

（１）通報・連絡訓練 

初期通報，警戒事態，原災法第 10条特定事象，原災法第 15 条該当事象発生および

原災害第 25 条応急措置に伴う通報文の作成，社内外関係箇所への通報連絡を実施し

た。 

（２）緊急時モニタリング訓練 

モニタリングカー，可搬式モニタリングポストを用いて，発電所構内の空気吸収線

量率および空気中放射性物質濃度の測定を実施した。 

（３）避難誘導訓練 

敷地外の避難場所までの構内滞在者の誘導および避難状況等の管理を実施した。 

（４）アクシデントマネジメント訓練 

事象進展に伴うプラント情報の把握，整理および事象進展予測を行うとともに，事

故収束に向けた情報の整理，対応の検討を実施した。 

（５）電源機能等喪失時対応訓練 

全交流電源喪失，原子炉除熱機能喪失および燃料プール除熱機能喪失を踏まえた緊

急安全対策の各対策について，緊急時対策要員による対策資機材の配置・操作等の一

連の対応を実施した。 

なお，本設機器へ直接影響が生じる操作は模擬とし，現場での操作方法の確認また

は机上での手順確認にて，訓練を実施した。 

（６）原子力緊急事態支援組織対応訓練 

島根原子力発電所および美浜原子力緊急事態支援センターでの，ロボット資機材の

操作訓練を実施した。 

また，ロボット資機材の支援要請および輸送に関しても，一連の対応を実施した。 

７．訓練の評価 

評価員による評価を実施し，定められた手順どおりに確実に実施できたことを確認し

たため，訓練目的は達成できたものと判断する。今後も，引き続き，繰り返し訓練を行

い，手順の習熟度の向上や，必要に応じて手順書や資機材等の更なる改善を図っていく。 

なお，詳細については添付資料（１）に示す。 

８．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

  各要素訓練において抽出した改善点については，添付資料（１）に示す。 

９．添付資料

（１）要素訓練の概要 

以 上
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１．通報・連絡訓練（訓練実施日：平成 30年３月 22日，６月 27 日，９月 28日，参加人数：23名） 

概  要 
実施体制 

（①実施責任者，②実施担当者）
評価結果※ 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

（１）通報・連絡訓練 

①技術部課長（技術） 

 島根原子力本部広報部長 

②技術部（技術） 

 技術部（建設管理） 

 島根原子力本部（広報部） 

島根原子力本部（渉外運営部）

島根原子力本部（企画部） 

良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

２．緊急時モニタリング訓練（訓練実施日：平成 30 年３月 20 日，11月 16 日，参加人数：16名） 

概  要 
実施体制 

（①実施責任者，②実施担当者）
評価結果※ 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

（１）緊急時モニタリング訓練 

①廃止措置・環境管理部課長（放

射線管理） 

②廃止措置・環境管理部（放射線

管理） 

 廃止措置・環境管理部（廃止措

置総括） 

協力会社 

良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

※手順どおりに実施できているか等の評価指標に基づき評価

添
付
資
料
（
１
）
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３．避難誘導訓練（訓練実施日：平成 30 年１月 30 日，５月 28日，９月 11 日，参加人数：29名） 

概  要 
実施体制 

（①実施責任者，②実施担当者）
評価結果※ 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

（１）避難誘導訓練 

①総務課長 

 技術部課長（核物質防護） 

②総務課 

 技術部（核物質防護） 

 品質保証部（品質保証） 

 原子力人材育成センター 

 廃止措置・環境管理部（放射線

管理） 

 廃止措置・環境管理部（廃止措

置総括） 

 協力会社 

良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

４．アクシデントマネジメント訓練（訓練実施日：平成 30年 11 月 19 日，参加人数：6名） 

概  要 
実施体制 

（①実施責任者，②実施担当者）
評価結果※ 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

（１）アクシデントマネジメント訓練 
①技術部課長（燃料技術） 

②技術部（燃料技術） 
良 

これまでの訓練では，コン

トローラのインプット情

報をもとにプラントパラ

メータの把握を行ってい

たが，プレイヤーが自ら訓

練用プラント状況表示ツ

ール（模擬ＳＰＤＳ）を

使用することにより，より

実発災時に近い形で訓練

することができた。 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

※手順どおりに実施できているか等の評価指標に基づき評価 
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５．電源機能等喪失時対応訓練（訓練実施日：平成 30年１月 29日～平成 30 年 11 月 26 日の期間内で計 33 回実施，参加人数：延べ 248 名） 

概  要 
実施体制 

(①実施責任者，②実施担当者）
評価結果※ 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

（１）全交流電源喪失時の構内電源受電訓練 

①保修部課長（電気） 

②保修部（電気） 

 保修部（３号電気） 

 保修部（計装） 

良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

（２）原子炉補機海水ポンプ用電動機取替 

訓練 

①保修部課長（電気） 

②保修部（電気） 

 保修部（３号電気） 

良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

（３）１，２号機ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備，軽油タン

ク(560Kl)からの燃料抜取りおよび高圧

発電機車等への燃料補給訓練 

①保修部課長（タービン） 

②保修部（タービン） 

 保修部（３号機械） 

良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

（４）原子炉格納容器ベントライン空気作動弁

駆動用空気供給訓練 

①保修部課長（タービン） 

②保修部（タービン） 
良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

※手順どおりに実施できているか等の評価指標に基づき評価
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概  要 
実施体制 

(①実施責任者，②実施担当者）
評価結果※ 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

（５）主蒸気逃がし弁（安全弁）駆動用バック

アップ用窒素ガスボンベ接続訓練 

①保修部課長（原子炉） 

②保修部（原子炉） 
良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

（６）原子炉および燃料プールへの消防車 

による代替注水訓練 

①保修部課長（原子炉） 

②保修部（原子炉） 

 保修部（３号機械） 

良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高め，必要により手順

書の改善を図る。 

（７）水素爆発防止のための原子炉建物水素 

放出装置開放訓練 

①保修部課長（建築） 

②保修部（建築） 

保修部（土木） 

良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。 

（８）原子炉補機海水系への可搬式ディーゼル

駆動ポンプによる代替送水訓練 

①保修部課長（タービン） 

②保修部（タービン） 

 保修部（電気） 

良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書や資機材

等の更なる改善を図る。

※手順どおりに実施できているか等の評価指標に基づき評価
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概  要 
実施体制 

(①実施責任者，②実施担当者）
評価結果※ 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

（９）アクセスルートの確保訓練 

①保修部課長（土木） 

②車両系建設機械（整地等）技

能講習を受講した対策要員 

良 特になし 

訓練方法の多様化のため，

土砂撤去作業以外の作業

（段差解消作業等）の実施

を検討する。 

（10）蓄電池設備による主蒸気逃がし弁開放 

操作訓練 

①保修部課長（計装） 

②保修部（計装） 

 保修部（３号電気） 

良 

操作対象弁関係ヒュー

ズの表示を統一するこ

とで，視認性の向上を

図った。 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，運転操作の

習熟度を高めていく。 

（11）電源機能等喪失時の運転員対応訓練 
①発電部課長（第一発電） 

②発電部（第一発電） 
良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，運転操作の

習熟度を高めていく。 

（12）電源喪失時の重要パラメータ監視訓練 

①保修部課長（計装） 

②保修部（計装） 

 保修部（３号電気） 

良 特になし 

訓練状況の多様化のため，

実発災を想定した（夜間や

照明が消えた状態での）訓

練の回数を増やしていくよ

う検討する。 

※手順どおりに実施できているか等の評価指標に基づき評価 
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６．原子力緊急事態支援組織対応訓練（訓練実施日：平成 30 年６月 14 日，21日，22 日，26日，27 日，10 月９日～11 日，参加人数：20名） 

概  要 
実施体制 

（①実施責任者，②実施担当者）
評価結果※ 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

（１）ロボット資機材の搬送訓練 
①総務課長 

②総務課 
良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，手順の習熟

度を高めていくとともに，

必要により手順書等の更な

る改善を図る。 

（２）ロボット資機材の操作訓練 
①技術部課長（技術） 

②資機材操作要員 
良 特になし 

当該期間中の訓練において

改善すべき点は見つからな

かった。引き続き，繰り返

し訓練を行い，ロボット操

作の習熟度を高めていく。 

※手順どおりに実施できているか等の評価指標に基づき評価


